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「標準環境安全センター」設置
（現 環境推進室・安全推進室）

ISO9001認証取得開始

新企業スローガン
「Customer Satisfaction」 制定
顧客志向の実現と継続的な
グローバル・エクセレント・
カンパニーの構築を目指し
ました。

ISO14001 認証取得開始

コーポレート・ガバナンスの強化･推進
「倫理基準」制定
「倫理委員会」「報酬委員会」設置
グローバル・エクセレント・カンパニーとな
る基盤を構築するため、経営機構の改革を開始
し、公正性、透明性の確保に向けた取り組みが
始まりました。

東証「第4回ディスクロージャー表彰」受賞
「安全第一について」制定

1994

1995

1997

1998

1999

　東京エレクトロン（TEL™＊）は、創設者である久保徳雄、小高敏夫らが、㈱東京放送
（TBS）からの出資を受け、1963年11月、資本金 500万円で㈱東京エレクトロン
研究所を設立したところからはじまりました。
　総合商社に勤めていた創設者らは、米国との取引を通じ、米国でのエレクトロ
ニクス分野の発展に直に触れていました。 当時の米国は、経済成長が急ピッチ
で進み、産業界では半導体の誕生を背景に、野心を持った若者たちがエレクトロ
ニクス分野を中心に続々とベンチャービジネスを立ち上げて大成功を収めてい
た時代です。米国の熱気に触発されたふたりは独立を決意します。その裏には、
自らが理想とするビジネスを展開したいという強い想いがありました。総合商社
ではできないアフターサービス機能を備えた専門商社およびメーカー機能を持つ
ことが必要と考えたのです。　
　創設者らの考えた理想的な会社とは、社員が言いたいことを言えて、やりたい
ことができる、高収益で効率的かつ継続的に利益を拡大させ社員・株主・顧客・
社会に還元・ 貢献できる、常に最先端を追い求めるメーカーの要素と市場の
ニーズに敏感な商社の感覚を併せ持っているというものでした。
　この時の思いは今も受け継がれ、当社では、「働きやすい職場づくり」が重要視
されています。さらに、利益については、現在の「経営理念」でも第一項目として
挙げられています。メーカーとして、エレクトロニクス分野で常に最先端を追い
求める姿勢は今も変わりません。
　東京エレクトロンの CSR活動は、創業時から受け継がれる思い、 TEL Spirit
が礎になっています。

「指名委員会」の設置

「環境報告書」発行開始
地球環境保全への企業としての誓いと方
針、具体的な行動計画ならびにその結果を
報告するものとして発行を開始しました。

コーポレートメッセージ
「People.Technology.Commitment.」 制定
高度な情報化社会を根底から支え、
豊かな未来の実現に向けて取り組ん
でいくことを企業メッセージとして
明確に示しました。

TEL バリュー「私たちが大切にしたいこと」 制定
「TEL バリュー」は、当社グループ
社員の行動指針となる 5 つの事項で
構成され、世界中のグループ社員と
共有し、未来に向けて新たな成長の
原動力にすべく制定されました。

2000

2001

2006

人材育成機関 「TEL UNIVERSITY」 設立
TEL  UNIVERSITY は、知識や技能の他、マネジメント力
の強化、リーダー育成を目的としています。

環境スローガン「Technology for Eco Life」制定

「情報セキュリティ委員会」設置

CSR推進室 設置
経営と直結した CSR の推進に向け組織しました。

国連グローバル・コンパクトに参加
東京エレクトロングループは、
2013 年 7 月に加盟企業として登
録されました。国連グローバル・
コンパクトが掲げる 10 原則を支
持し、持続可能な社会と企業の
共生に取り組んでまいります。

2007

2009

2013

創業 ー 理想的な会社を作りたい。  

TELは、東京エレクトロン株式会社の日本およびその他の国における
登録商標、または商標です。

＊

1963

社　　　名：東京エレクトロン株式会社
 Tokyo Electron Limited
本社所在地：〒107-6325
 東京都港区赤坂 5-3-1 赤坂Bizタワー
設　　　立：1963年11月11日
代　表　者：代表取締役会長兼社長　東 哲郎
主 要 事 業：半導体製造装置事業、
 フラットパネルディスプレイ（FPD）
 製造装置事業
資　本　金：549億 6,119万円
従 業 員 数：1,551名
グループ従業員数：11,355人
拠　点　数：国内9 社・29 拠点
 海外40社・15カ国・48拠点
 合計49社・16カ国・77拠点
 （2014 年4月1日時点）

東京エレクトロングループ　CSRの歴史

会社概要

TEL Spirit × Corporate Social Responsibility

半導体製造装置

FPD製造装置

東京エレクトロングループ　CSRの歴史
Corporate Social Responsibility
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（年度）2009 2011 2012 20132008 2010

4,186
5,080

6,687
6,330

4,972
6,121

147

604

125

322

978

△ 21

（年度）2009 2011 2012 20132008 2010

合　計
現金同等物
売上債権
たな卸資産
その他流動資産
有形固定資産
無形固定資産
投資その他資産

2013 2014連結売上高の推移 連結営業利益の推移 資産の推移
【単位：億円】 【単位：億円】

【単位：億円】

（各年3月31日時点）

合　計
純資産
有利子負債
その他負債

2013 2014負債・純資産【単位：億円】

半導体製造装置

FPD製造装置

電子部品・
情報通信機器

その他
4億円（0.1％）

4,788億円（78.2%） 

283億円（4.6％）

PV（太陽光パネル）
製造装置
38億円（0.6％）

1,007億円（16.5％） 日本

その他

5.5%

3.3%

26.4%

台湾
21.8%

17.1%

13.4%

12.5%

米国

中国

韓国

欧州

部門別売上高（連結） 地域別売上構成比（連結）

2013年度 2013年度

8,285
2,681
1,290
1,682
560
1,123
295
651

8,285
5,906
2,244
135

7,755
2,401
1,005
1,356
451
1,356
599
584

7,755
6,051
1,666
37

「指名委員会 の設置2000 人材育成機関 「TEL UNIVERSITY」 設立2007
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